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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第１四半期累計期間
第48期

第１四半期累計期間
第47期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 2,796,696 2,347,600 11,751,362

経常利益 （千円） 206,649 23,059 825,593

四半期（当期）純利益 （千円） 122,365 7,790 478,896

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 2,144,134 2,144,134 2,144,134

発行済株式総数 （株） 7,767,800 7,767,800 7,767,800

純資産額 （千円） 10,557,367 10,824,415 10,841,973

総資産額 （千円） 17,707,021 17,248,286 17,935,439

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 15.77 1.00 61.73

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 15.00

自己資本比率 （％） 59.6 62.8 60.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 304,150 108,024 855,473

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △36,833 △105,443 △399,825

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △223,858 △126,377 △706,361

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,640,793 1,222,823 1,346,620

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、４月の消費税増税後その駆け込み需要の反動減による影響によっ

て一時的に減速傾向となりました。また現在幅広い業種で落ち込みは底打ちの兆しをみせているものの、一部業

種、地域でその回復にばらつきがみられる状況となっております。

特に当業界におきましては、新設住宅着工戸数（持家）が５ヶ月連続で前年を下回り、当該第１四半期累計期間

においては前年同四半期比マイナス19.3％という想定を超える大幅な減少となるなど、リーマンショック後の平成

21年時を下回る厳しい市場環境となっています。

このような経営環境のもと、当社は平成21年に発足した全国1,900社のスーパートライ登録施工店との協力体制

により、リフォーム市場への展開を強化して参りましたが、前年度３月の駆け込み需要の反動減に加え、急激な新

築市場の低迷によってＦ形瓦を中心とした販売が不調となり、売上高につきましては、前年同四半期比16.1％減の

2,347百万円となりました。

損益面につきましては生産効率の向上に努めましたが、販売の減少に加え、前年から続く燃料高騰を中心とした

エネルギー費用が増加、それに伴う物価高によって原材料等の各種資材価格が上昇、さらに歩留りの低下がコスト

アップ要因となり売上原価率が3.1ポイント増の78.2％に上昇しました。

この結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高2,347百万円（前年同四半期比16.1％減）、営業利益18百万

円（前年同四半期比91.4％減）、経常利益23百万円（前年同四半期比88.9％減）、四半期純利益は7百万円（前年

同四半期比93.6％減）の減収減益となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて123百

万円減少し1,222百万円となりました。

当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期累計期間に比べ196百万円減少し、108百万円となりました。

これは主に、増加要因としては、売上債権の減少額461百万円（前年同四半期は売上債権の増加額134百万円）、

割引手形の増加額329百万円（前年同四半期は割引手形の減少額49百万円）等によるものです。減少要因として

は、たな卸資産の増加額278百万円（前年同四半期はたな卸資産の減少額20百万円）、仕入債務の減少額141百万円

（前年同四半期は仕入債務の増加額8百万円）、法人税等の支払額317百万円（前年同四半期比238百万円増）等に

よるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期累計期間に比べ68百万円増加し、105百万円となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出107百万円（前年同四半期比70百万円増）等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前年同四半期累計期間に比べ97百万円減少し、126百万円となりました。

これは、長期借入金の返済による支出75百万円（前年同四半期比100百万円減）、配当金の支払額51百万円（前

年同四半期比2百万円増）によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(4）研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、25百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）財務政策

当社の所要資金調達は大きく分けて設備投資資金・運転資金となっております。基本的には「営業活動による

キャッシュ・フロー」の増加を中心としながらも、多額の設備資金につきましては、その時点で最適な方法による

調達を原則としております。また、銀行借入金につきましては、阿久比工場用地を始め、担保に供していない資産

もあり、借入限度枠にも余裕があり、手元流動性預金・手形割引とあわせ、緊急な支払いにも対応可能な体制を整

えております。

余資の運用につきましては、長期借入金の返済を最優先としております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,767,800 7,767,800

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第二部

単元株式数

100株

計 7,767,800 7,767,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 7,767 － 2,144 － 2,967

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式           － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,756,000 77,560 －

単元未満株式 普通株式 1,400 － －

発行済株式総数 7,767,800 － －

総株主の議決権 － 77,560 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,100株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権31個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社鶴弥
愛知県半田市州の崎町２

番地12
10,400 － 10,400 0.13

計 － 10,400 － 10,400 0.13

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,358,620 1,234,823

受取手形及び売掛金 2,223,938 1,396,064

商品及び製品 1,442,291 1,725,228

仕掛品 53,201 61,374

原材料及び貯蔵品 178,886 165,792

その他 181,949 158,091

貸倒引当金 △10,336 △6,232

流動資産合計 5,428,551 4,735,143

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,640,933 1,621,046

土地 9,195,043 9,195,043

建設仮勘定 222,780 244,048

その他（純額） 953,201 918,722

有形固定資産合計 12,011,958 11,978,860

無形固定資産 52,949 48,949

投資その他の資産   

投資有価証券 313,979 355,095

その他 129,712 131,948

貸倒引当金 △1,712 △1,712

投資その他の資産合計 441,979 485,332

固定資産合計 12,506,888 12,513,142

資産合計 17,935,439 17,248,286
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,904,767 963,992

電子記録債務 - 792,370

短期借入金 1,700,000 1,700,000

1年内返済予定の長期借入金 300,000 300,000

未払法人税等 329,361 6,812

賞与引当金 280,842 156,993

その他 630,979 612,796

流動負債合計 5,145,949 4,532,964

固定負債   

長期借入金 1,575,000 1,500,000

退職給付引当金 85,033 76,646

役員退職慰労引当金 217,246 226,692

その他 70,236 87,567

固定負債合計 1,947,516 1,890,906

負債合計 7,093,466 6,423,870

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,144,134 2,144,134

資本剰余金 2,967,191 2,967,191

利益剰余金 5,657,586 5,613,322

自己株式 △5,786 △5,786

株主資本合計 10,763,125 10,718,861

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 78,847 105,554

評価・換算差額等合計 78,847 105,554

純資産合計 10,841,973 10,824,415

負債純資産合計 17,935,439 17,248,286
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 2,796,696 2,347,600

売上原価 2,101,247 1,835,218

売上総利益 695,448 512,381

販売費及び一般管理費 481,844 493,962

営業利益 213,604 18,418

営業外収益   

受取利息 19 19

受取配当金 4,883 4,533

その他 5,390 17,204

営業外収益合計 10,293 21,758

営業外費用   

支払利息 12,022 10,113

手形売却損 1,947 2,413

その他 3,278 4,591

営業外費用合計 17,248 17,117

経常利益 206,649 23,059

特別利益   

固定資産売却益 217 555

特別利益合計 217 555

税引前四半期純利益 206,866 23,614

法人税、住民税及び事業税 40,390 3,794

法人税等調整額 44,111 12,029

法人税等合計 84,501 15,824

四半期純利益 122,365 7,790
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 206,866 23,614

減価償却費 89,516 86,221

貸倒引当金の増減額（△は減少） 65 △4,103

賞与引当金の増減額（△は減少） △94,745 △123,849

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1,685 -

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,913 1,104

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,753 9,446

受取利息及び受取配当金 △4,902 △4,553

支払利息 12,022 10,113

売上債権の増減額（△は増加） △134,864 461,376

たな卸資産の増減額（△は増加） 20,590 △278,016

仕入債務の増減額（△は減少） 8,983 △141,315

割引手形の増減額（△は減少） △49,853 329,651

その他 327,915 64,755

小計 391,948 434,445

利息及び配当金の受取額 4,902 4,552

利息の支払額 △14,085 △13,784

法人税等の支払額 △78,614 △317,188

営業活動によるキャッシュ・フロー 304,150 108,024

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △37,163 △107,244

その他 330 1,801

投資活動によるキャッシュ・フロー △36,833 △105,443

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △175,000 △75,000

配当金の支払額 △48,858 △51,377

財務活動によるキャッシュ・フロー △223,858 △126,377

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 43,459 △123,796

現金及び現金同等物の期首残高 1,597,334 1,346,620

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,640,793 ※ 1,222,823
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げた定めについて当第

１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期

間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近

似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割

引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期

会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

　この結果、当第１四半期会計期間の期首の退職給付引当金が9,491千円減少し、利益剰余金が6,125千円増加してお

ります。また、当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益への影響は軽微であります。

 

 

（四半期貸借対照表関係）

　１　受取手形割引高

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成26年６月30日）

受取手形割引高 560,469千円 890,120千円

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期累計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

現金及び預金勘定 1,652,793千円 1,234,823千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △12,000 △12,000

現金及び現金同等物 1,640,793 1,222,823

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 58,180 7.5 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 58,180 7.5 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　

平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　当社は、陶器瓦の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 15円77銭 1円00銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 122,365 7,790

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 122,365 7,790

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,757 7,757

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成26年８月１日

株式会社　鶴弥    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大中　康宏　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 淺井　明紀子　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鶴弥の

平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第48期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鶴弥の平成26年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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